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�国税庁国税庁国税庁国税庁、「、「、「、「平成平成平成平成22222222年分民間給与実態統計調査結果年分民間給与実態統計調査結果年分民間給与実態統計調査結果年分民間給与実態統計調査結果（（（（統計表統計表統計表統計表））））についてについてについてについて」」」」をををを公表公表公表公表
11月16日、国税庁は、「平成22年分民間給与実態統計調査結果（統計表）について」を公表しました。詳細は、以下のURLを参照下さい。

http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/minkan2010/minkan.htm

税務論点

ショート・コメント

平成22年度の、総平均給与額は、412万円（対前年比1.5%増、61千人の増加）となったとのことです。

�会計士協会会計士協会会計士協会会計士協会、、、、平成平成平成平成23232323年公認会計士試験年公認会計士試験年公認会計士試験年公認会計士試験のののの合格発表合格発表合格発表合格発表についてについてについてについて公表公表公表公表
11月14日、会計士協会は、平成23年公認会計士試験の合格発表について公表しました。詳細は、以下のURLを参照下さい。

http://www.fsa.go.jp/cpaaob/kouninkaikeishi-shiken/ronbungoukaku_23.html

監査論点

ショート・コメント

本年度の合格者は、1,511人ということで、前年の2,041人より激減しております。

�日本公認会計士協会日本公認会計士協会日本公認会計士協会日本公認会計士協会、、、、IASBIASBIASBIASBおよびおよびおよびおよび米国米国米国米国FASBFASBFASBFASBによるによるによるによる収益認識収益認識収益認識収益認識のののの再公開草案再公開草案再公開草案再公開草案についてについてについてについて公表公表公表公表
11月15日、日本公認会計士協会は、IASBおよび米国FASBによる収益認識の再公開草案について公表しました。詳細は、以下のURLを参照

下さい。http://www.hp.jicpa.or.jp/ippan/ifrs/information/iasb/iasbfasb_12.html

会計論点

ショート・コメント

コメント期限は2012年3月13日となっております。IFRSとUSGAAPを改善しコンバージェンスを行うための再公開草案とのことです。
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